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令和元年９月２７日 

 

下野市議会議長 秋 山 幸 男 様 

 

議会運営委員会      

                                        委員長 松 本 賢 一    

 

議会運営委員会視察報告書 

 

議会閉会中、当委員会の視察を実施しましたので、その結果について報告いた

します。 

 

 

１ 視察期日及び視察地 

令和元年７月３日  北海道帯広市議会 

７月４日  北海道芽室町議会 

７月５日  北海道栗山町議会 

 

２ 参加者 

委 員 長  松 本 賢 一   副委員長   大 島 昌 弘 

委  員  村 尾 光 子   委  員  岡 本 鉄 男 

委  員  磯 辺 香 代   委  員  小 谷 野 晴 夫 

議  長  秋 山 幸 男   副 議 長   石 田 陽 一 

 

３ 視察事項 

北海道帯広市議会   議会改革及び活性化について 

  北海道芽室町議会  議会改革及び活性化の取り組みについて 

北海道栗山町議会  議会改革及び活性化の取り組みについて 
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４ 視察内容 

（１）北海道帯広市議会 

  帯広市議会の議員定数は条例定数、現員数ともに２９人であり、平成２２年

４月施行の議会基本条例に基づき先進的に議会改革に取り組んでいる。 

平成２９年から議会の政策提言機能の充実を図るため、議員政策研究会を

設置し調査研究を行い、この調査研究の成果として平成３０年１２月に「帯広

市がん対策推進条例」を制定した。 

開かれた議会を進めるため、傍聴規則を改正するほか、幼児の一時預かり

の実施や議場における手話通訳を取り入れた。 

市民と議会との関係の取り組みでは、市民意見交換会を２つの方法で実施

している。 

市内の各地域で開催する「地域意見交換会」と、高齢者、女性、若者など

一定の層が集まる団体・グループの会合に赴き開催する「お出かけ意見交換会」

である。一昨年度は市ＰＴＡ連合会や市内高等学校の生徒と２回開催、昨年度

は帯広コア専門学校で生徒を対象に開催した。 

政務活動費は事務費、報告会開催費や調査研修費等に充てられ、さらに会

派や会派に属さない議員で行う先進地視察費に充てる都市行政調査費が導入さ

れている。 

市長と議会との関係は、市長等に反問権を付与しているが、反問権の範囲

は発言の趣旨や不明部分を明確にするための確認までとしている。 

また、議会基本条例制定から５年を経て、今までの取組に対する評価を行

った。課題の整理、今後の方向性及び条文改正の必要性を検討し、条文につい

ては改正の必要はないという結果を得た。 

本市議会においても今年度、議会基本条例の検証を行うべく特別委員会で

調査研究中であるため、この取り組みは大いに参考にしたいと考える。 

以上が、帯広市議会の議会改革及び活性化の取り組み状況である。 

（２）北海道芽室町議会 

  芽室町議会の議員定数は条例定数、現員数ともに１６人であり、平成２５年

度に、緊急事案に機動性を持って対処し、充分な審議時間の確保や積極的な政

策立案を行うため、通年議会へ移行した。これに併せて政策形成サイクルを導
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入し、委員会の所管事務調査や意見交換会で出た意見要望を基に政策提言する

ための年間スケジュール管理がされていた。 

平成２４年度に議会モニター制度を導入し１０名に委嘱した。平成２８年

度から２０名に拡大し、会議の傍聴、議会広報、広聴施策などを通じて町民か

らの意見・提言などを幅広く聴取し、議会運営に反映させている。また、モニ

ターから町議会議員に当選した方もいる。 

また、平成２４年度に議会サポーター制度を導入し５名に委嘱、平成２８

年度からは８名にサポーターを増員した。サポーターは北海道大学公共政策大

学院・山梨学院大学・龍谷大学の教授、東京財団研究員など第１線で活躍する

方々。 

この他、議会改革諮問会議を設置して議員定数、報酬額や政務活動費など

議長からの諮問に答申している。 

議員研修は、議会議員研修要綱に基づき作成した計画により予算要求を行

う。議会費から年間４０万円計上し、年間１２～１３回の研修会を開催。年度

途中で先進地視察が必要になった場合は補正予算で対応する。 

魅力ある地域づくりと、時代を担う若者の当事者意識の早期形成を目指す

一環として平成２４年に北海道大学公共政策大学院や町内私立高校との包括連

携協定を締結した。 

議会報告会と意見交換会は、町が開催する懇談会と差別化を図りながら、

サポーターによる基調講演とパネルディスカッション、そして、若い世代のＰ

ＴＡや高校生との意見交換をする等、多様な世代の住民参加が促進されるよう

企画している。 

また、議会ＩＣＴ推進計画は、情報公開と住民参加という双方向のネット

ワークを充実・強化することにより、見える化、効率化、政策形成力の向上を

推進している。平成２８年度にはタブレットを導入し、その結果としてペーパ

ーレス化も図られている。 

以上が、芽室町議会の議会改革及び活性化の取り組み状況である。 

（３）北海道栗山町議会 

 栗山町議会の議員定数は条例定数、現員数ともに１２人であり、平成１４

年から議会のライブ中継を運用開始し、一問一答方式の採用、定数削減、条
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例の修正可決、そして平成１７年には全国で２例目、北海道内初となる議会

報告会の開催、平成１８年に全国初となる議会基本条例を制定した。 

議会運営では、町長等に反問権を付与しており、平成１８年からの１０年

間で、一般質問の中で９回反問している。 

議会報告会は議員１１名が３班に分かれて連合町内会や自治会と共催する

形で開催している。平成３０年度は１２会場で延べ２５９人の参加者があっ

た。このほか、出前議会報告会も開催している。 

議会モニター制度では、町民から議会運営や政務活動費の使途に関する意

見を聴取し、平成３１年４月の改選時には、議会モニター経験者の中から２

名立候補、当選し、町政発展のため活躍している。 

議会サポーター制度では５名を講師兼サポーターとして無報酬で委嘱して

いる。法政大学・山梨学院大学・北海学園大学の教授 、北海道地方自治研究

所・東京財団の研究員など第１線で活躍する方々に政策づくりの助言を得て

いる。 

議会改革推進会議は、議会基本条例の見直しを毎年、検討するとしている。 

栗山町議会では、議会改革の先駆者として、平成１８年度から２９年度ま

で、全国から延べ665団体、5,517人の行政視察を受け入れている。 

以上が、栗山町議会の議会改革及び活性化の取り組み状況である。 

 

５ まとめ 

今回の行政視察を行った市・町議会は、いずれも議会改革度調査ランキン

グにおいて全国でも上位に位置しており、住民の声を議会活性化に活かし、住

民の福祉向上を図るよう取り組んでいる。 

まず、帯広市議会は、改革先行型の議会基本条例を制定し、常に改革を継

続している。 

議員政策研究会は任意の合議体ではあるが、政策的な条例案の策定と市長

に対する政策提言に関する調査研究をしている。 

議会報告会や意見交換会の課題のうち、参加者や意見の固定化の解決策と

して際立ったのは、高齢者の集まりや若い世代を対象としたお出かけ意見交換

会だった。本市でも市民との意見交換会や各委員会ごとに各種団体との懇談会
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を行っているが、お出かけ意見交換会についても考えるべきであると思った。 

芽室町議会の議会改革の特徴として、１点目は議会基本条例の各条文を達

成するため議会活性化計画を立てて着実に進めること。２点目は細部の改革・

改善を積み重ねること。３点目は執行部の運営方法に合せることで、住民に開

かれ、分りやすく、行動する議会を実践している。 

また、特に多様な世代の住民参加を促進するための先進的な取り組みとし

て毎年２～４回、高校生との意見交換会を開催しており、議会にとっては、若

い世代の考えを政策・提言に反映することができ、若い世代にとっては、まち

づくりを考えるきっかけづくりと議会活動の認知度向上を図ることができる。 

本市でも、取り組むべき手法であると感じた。 

ＩＣＴ化を進める中で、町民、執行機関と議会の接点機能を拡充するとと

もに議会内部の効率化を図ることができる。本市議会においても現在、ＩＣＴ

化の推進について調査研究中であるため、この取り組みは大いに参考となった。 

栗山町議会の取組において特出すべき点は、議会報告会における資料の作

成方法について、議員のなり手不足の問題に関する事例では、議員定数と選挙

の投票結果や類似規模自治体議会との比較データなど詳細な資料を提供するな

ど、町民から意見を聴取するため真摯に向き合う気持ちを感じた。本市におい

ても大いに参考になった。 

議会基本条例の見直しは、議会改革を継続的に行うための手法であり、検

証シートを活用して各議員の評価、議会モニターの評価、そして、議会改革推

進会議の中で有識者である議会サポーターの意見を取り入れることができると

いう効率的かつ効果的な手順を定めていると感じた。 

本市においても現在、議会基本条例の検証方法について調査研究中である

ため、この取り組みは大いに参考となった。 

最後に、本市議会においても、議会基本条例に基づく取組のさらなる充実

と開かれた議会を目指すため、議会運営委員会、議会活性化特別委員会及び常

任委員会の中で、これらの先進事例を参考に調査・検討を行い、議会改革と活

性化の取り組みを進め、市民の声をしっかりと受け止め、その負託に応えなけ

ればならないと改めて思うところである。 

 


